公開概要書
	受付日
	8/18
	回答日
	9/10
	担当課
	林業水産課

	意見等の内容
	煙火消費保安手帳の取得は、毎年講習を受講し、費用を負担して更新することになっているが、毎年同じことを受講しなくて済むようにしていただきたい。
※申出の主な事由等

○毎年講習内容が同じであるため時間と費用が無駄である。
○他県では取得時の講習のみで良いように条例化されていると聞いている。
○島根県も条例化するよう働きかけをお願いしたい。
○一企業の製品を行政が推奨しているかのように受け止められる。
○他社の製品が入手できない。

	回答の内容
	農林水産省では、動物駆逐用煙火使用にあたり「煙火消費保安手帳」の取得を義務付けています。また、使用時の事故が多発している状況から、使用の際には保安講習の必修を推奨しています。

ご意見の「保安講習の軽減、廃止」につきましては、益田市といたしまして、最近の使用者過失による全国的な事故発生率の高さから、国の指導もあり、公益日本社団法人日本煙火協会の煙火使用に関する運用を尊重し、年１回以上の保安講習の受講は必要であると考えております。
しかしながら、何らかの対応も必要かと思い島根県にも相談させていただきますが、あくまでも安全な使用を目的としていますので、ご理解とご協力をお願いいたします。
※申出のあった個別事由への回答
○煙火消費保安手帳は、前述の協会が煙火消費従事者の技能を証明するために交付しているものであり、協会が認めた地区組織が開催する保安講習を年１回以上受けることが要件の一つとされています。

従いまして、条例化による受講軽減、廃止は困難です。
○保安講習は、実施機関において下記項目について行われています。
・煙火消費の法令に関する内容(主として火薬類取締法第５６条の４)

・煙火消費の保安基準に関する内容 
・事故防止に関する内容（前年度に発生した事故の傾向と原因説明、再発防止策） 

・その他の保安に関する内容
○保安講習会講師は、協会派遣の講師（中国地区に所属する業者から派遣）であり、島根県内の市町をはじめ、中国地区各地で講習会を実施しています。

○動物駆逐用花火は「手帳所持者」しか購入できませんが、他社製品の購入を希望される場合、他社が実施する保安講習会を受講し、登録すれば可能です。
○県外事例としてご指摘のありました三重県につきましては、条例化はされておらず、年１回以上の受講が必要であるとのことです。


